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会計基準Digest 
会計基準を巡る動向  2016年6月号 
 

会計基準Digestは、日本基準、修正国際基準、IFRS及び米国基準の主な動向についての

概要を記載したものです。 

 
1. 日本基準 

■法令等の改正 

該当なし 

 

■会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ）） 

【最終基準】 

ASBJ、実務対応報告第32号「平成28年度税制改正に係る減価

償却方法の変更に関する実務上の取扱い」 を公表（平成28年6月

17日） 

平成 28 年度税制改正において、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得

する建物附属設備及び構築物の法人税法上の減価償却方法に

ついて定率法が廃止され、定額法のみとなる見直しが行われた。 

本実務対応報告は、当該税制改正に合わせ、平成 28 年 4 月 1 日

以後に取得するすべての建物附属設備及び構築物から減価償

却方法を定額法に変更する場合には、法令等の改正に準じたも

のとし、会計基準等の改正に伴う会計方針の変更として取扱うこ

ととする等の実務上の取扱いを示している。 

 
本実務対応報告は、公表日（平成 28 年 6 月 17 日）以

後最初に終了する事業年度のみに適用される。ただし、

平成 28 年 4 月 1 日以後最初に終了する事業年度が本

実務対応報告の公表日前に終了している場合には、当

該事業年度に本実務対応報告を適用することができる。 

 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 会計・監査ニュースフラッシュ  

 

【公開草案】 

該当なし 

 

■INFORMATION  

「日本再興戦略2016」-第4次産業革命に向けて－を閣議決定 

（平成28年6月2日） 

平成 28 年 6 月 2 日、「日本再興戦略 2016」－第 4 次産業革命に

向けて－が閣議決定された。 

「日本再興戦略 2016」は、「『日本再興戦略』改定 2015」に続き、

成長戦略第 2 ステージとして位置づけられ、回り始めた経済の好

循環を持続的な成長路線に結び付け、「戦後最大の名目

GDP600 兆円」の実現を目指している。会計・監査に関連する施

策としては、「2．生産性革命を実現する規制・制度改革」に含ま

れる「（3）未来投資に向けた制度改革」において、以下の 4 つが

示されている。 

1. 実効的なコーポレートガバナンス改革に向けた取組の深化 

2. コーポレートガバナンスの実効性を確保するための市場構

造の実現 

3. 情報開示、会計基準及び会計監査の質の向上 

① 企業の情報開示の実効性・効率性の向上 等 

② 会計基準の品質向上 

③ 会計監査の品質向上・信頼性確保 

4. 企業と投資家との対話の促進等 

上記 3.② 「会計基準の品質向上」では、以下の具体的施策が掲

げられている。 

 IFRS の任意適用企業の拡大を促進 

 IFRS に関する国際的な意見発信の強化 

 日本基準の高品質化（ASBJ における我が国の収益認識

基準の高品質化に向けた検討が加速されるよう、必要な

支援を行う） 

 国際会計人材の育成 

 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 会計・監査ニュースフラッシュ  

 

日本基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（日本基準）へ 

 

https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/depreciation/
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/06/jgaap-news-flash-2016-06-17.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/05/jgaas-news-flash-2016-6-3.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
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2. 修正国際基準 

■会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ）） 

【最終基準】 

該当なし 

 

【公開草案】 

該当なし 

 

修正国際基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（修正国際基準）へ 

 

 

3. IFRS 

■会計基準等の公表（国際会計基準審議会（IASB）、IFRS

解釈指針委員会） 

【最終基準】 

会計基準「株式に基づく報酬取引の分類及び測定（IFRS第2号の

改訂）」の公表 （2016年6月20日 IASB） 

 

本会計基準は、2010年から2013年にかけて、IFRS解釈指針委員

会（IFRS-IC）にIFRS第2号「株式に基づく報酬」に関する論点が寄

せられたことを受け、IFRS-IC会議での審議を経た後、IASBで審

議を行った結果、2014年11月に公表された公開草案を経て、公

表されたものである。 

本会計基準は、以下の3つの論点に関するIFRS第2号の規定を

明確にし、基準書の付属文書に設例を追加して、明確にされた基

準の適用に関するガイダンスを提供している。 

 現金決済型の株式に基づく報酬取引の測定 

 源泉徴収義務に関する純額決済条項を有する株式に基づく

報酬取引の分類 

 現金決済型から持分決済型への分類変更となる、株式に基

づく報酬取引の条件変更の会計処理 

本会計基準の概要は以下のとおりである。 

 現金決済型の株式に基づく報酬取引から生じる負債を公正

価値により測定するにあたり、権利確定条件及び権利確定

条件以外の条件をどのように考慮すべきかという点について

は、持分決済型の株式に基づく報酬取引において負債性金

融商品の公正価値を測定する場合と同じアプローチとするこ

とを明らかにした。 

 

 源泉徴収義務に関する純額決済条項を有する株式に基づく

報酬取引が一定の条件を満たす場合、その株式に基づく報

酬取引全体を持分決済型の株式に基づく報酬取引に分類す

ることを明確化した。 

 契約条件の変更によって現金決済型から持分決済型の株式

に基づく報酬取引に変更となる場合、条件変更日から持分

決済型として会計処理し、条件変更日より前に現金決済型

の株式に基づく報酬取引として認識されていた負債の額と持

分決済型の株式に基づく報酬取引として認識された資本の

額との差額は、直ちに当期純損益に含めて認識することを明

らかにした。 

本会計基準は、2018年1月1日以降に開始する事業年度

から適用され、移行措置に従って将来に向かって適用さ

れる。なお、早期適用は認められる。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 IFRSニュースフラッシュ （2016年6月23日発行） 

 

【公開草案】 

公開草案（ED/2016/1）「事業の定義及びすでに保有している持

分の会計処理（IFRS第3号及びIFRS第11号の改訂案）」の公表 

（2016年6月28日 IASB） 

本公開草案は、2014年から2015年にかけて行われたIFRS第3号

の適用後レビュー、及び、すでに保有している持分の会計処理に

関してIFRS-ICから受けた報告について、IASBで議論した結果、

公表されたものであり、以下の2つの論点に関する明確化を提案

している。 

 IFRS第3号の適用にあたり、事業と資産グループとをどのよう

に区別すべきか 

 共同支配事業に対して、支配または共同支配を獲得した

場合に、すでに保有している持分についてどのような会計処

理をすべきか 

具体的には、以下の事項を提案している。 

 事業とみなすための最低限の要求事項、アウトプットの定義

の改訂、設例の追加等を行い、何が事業と考えられるのかを

明確化する（IFRS第3号の改訂）。 

 事業の定義を満たす共同支配事業に対する支配を獲得する

取引は、段階的に達成される企業結合であり、すでに保有し

ている共同支配事業に対する持分を再測定することを明確

化する（IFRS第3号の改訂）。 

 これまで共同支配事業に対する共同支配を有していなかっ

た企業が、事業の定義を満たす共同支配事業に対する共同

支配を獲得する場合には、すでに保有している持分を再測

定しないことを明確化する（IFRS第11号の改訂）。 

http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/jmis/Pages/default.aspx
http://www.ifrs.org/Alerts/PressRelease/Pages/International-Accounting-Standards-Board-issues-narrow-scope-amendments-to-IFRS-2-Share-based-Payment.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/06/ifrs-news-flash-2016-06-21.html
http://www.ifrs.org/Alerts/ProjectUpdate/Pages/International-Accounting-Standards-Board-proposes-narrow-scope-amendments-to-IFRS-3-and-IFRS-11.aspx
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本公開草案は、IFRS第3号の改訂について、取得日が改訂案の

適用日以後最初の年次報告期間の期首以後となる企業結合か

ら、また、IFRS第11号の改訂については、適用日以後開始する最

初の年次報告期間の期首から、それぞれ適用することを提案し

ている。いずれも早期適用は認められる。 

コメントの締切りは2016年10月31日である。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 IFRSニュースフラッシュ （2016年7月4日発行） 

 

IFRSについての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（IFRS）へ 

 

■会計基準等の公表（米国財務会計基準審議会（FASB）） 

【最終基準（会計基準更新書（Accounting Standards Update; ASU））】 

ASU第2016-13号「金融商品－信用損失（Topic326）」の公表

（2016年6月16日 FASB） 

本ASUは、金融商品の信用損失の認識に予想損失モデルを導入

するものである。FASBとIASBは金融商品における信用損失の認

識につき、発生損失モデルから予想損失モデルへの転換を行う

ための検討を共同で行っていたが、2014年7月にIFRS第9号が最

終化されたことでIASBでのプロジェクトは完了している。 

 償却原価により測定される金融資産は、残存期間にわたる予

想信用損失を認識する。信用損失引当金は評価勘定として、

金融商品の帳簿価額から控除され、金融資産は存続期間を

通じて回収が予想される純額により表示される。予想信用損

失の測定は、関連する過去実績、現在の状況、合理的で裏づ

け可能な将来予測に基づいて行われる。当該情報及び測定

方法の決定には判断が必要である。 

 売却可能負債証券に関する信用損失の認識は、現行基準の

減損モデルを引き継いでいるが、以下の修正が行われている。 

 信用損失は評価勘定を通じて計上し、戻入れも行

われる 

 信用損失引当金の計上額は、公正価値が償却原

価を下回る金額を上限とする 

 信用損失の評価において公正価値が償却原価を

下回る期間は考慮しない 

予想損失モデルという点においてはIFRS、米国基準とも同じである

が、IFRSにおいては信用の著しい悪化が生じていない金融商品に

ついては12ヵ月の予想信用損失を計上するなど、会計処理に違い

がある。 

本ASUはSECに登録している営利企業については、2019年

12月16日以降開始される事業年度ならびにその期中報告

期間から適用される。早期適用も認められる。 

新基準への移行に当たっては、適用開始初年度の期首剰

余金で新基準適用による累積的影響額を調整する。なお、

一部経過措置が設けられている。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 Defining Issues No16-23（英語） 

 

 

【公開草案（会計基準更新書案（ASU案））】 

ASU案「その他の収益～非金融資産の認識の中止による利得及

び損失」の公表（2016年6月6日 FASB） 

非金融資産の認識の中止については、収益認識の基準書（Topic 

606)の公表時にササブトピック 610-20にガイダンスが整備された

が、当該ガイダンスが適用対象に含めるとした「実質的な非金融

資産」について、その範囲が明確でないとの指摘があり、また、一

部売却についてのガイダンスが不足しているとされていた。本ASU

案は、このような指摘への対処を図ることを提案している。 

本ASU案によると、サブトピック 610-20のガイダンスの対象とな

る実質的な非金融資産とは、報告企業が保有する資産であって、

①取引相手に対して約束された資産グループの公正価値のほぼ

すべてが非金融資産に集中している契約、②その保有する資産

の公正価値のほぼすべてが非金融資産に集中している連結子

会社、のいずれかである。事業もしくは非営利活動に該当する資

産グループ・子会社や、持分法投資など報告企業による投資（そ

の投資の対象が実質的な非金融資産に該当するか否かを問わ

ない）は、対象とならない。 

また、一部売却については、その売却によって子会社、ひいては

非金融資産に対する支配を喪失した場合に残存持分を公正価値

により再測定して損益を認識することを要求するが、支配が継続

している場合は資本取引として取り扱うとするガイダンスをサブト

ピック 610-20に追加することを提案している。 

なお、本ASU案は、適用の開始をTopic606と同時とすることを提

案している。 

コメントの締切りは2016年8月5日である。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 Defining Issues No16-21（英語） 

 

ASU案「連結～共通支配下にある関連当事者を通じて保有する持分」

の公表（2016年6月23日 FASB） 

本ASU案は、変動持分事業体（VIE）における主たる受益者の判定

について、共通支配下にある関連当事者を通じて保有する間接持

分が存在する場合の考え方を見直すことを提案している。 

4. 米国基準 

https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/06/ifrs-news-flash-2016-06-29.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx
http://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176168232528&acceptedDisclaimer=true
http://www.kpmg-institutes.com/content/dam/kpmg/financialreportingnetwork/pdf/2016/defining-issues-16-23-credit-impairment.pdf
http://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176168206694&acceptedDisclaimer=true
http://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176168206694&acceptedDisclaimer=true
http://www.kpmg-institutes.com/content/dam/kpmg/financialreportingnetwork/pdf/2016/defining-issues-16-21-clarify-scope-derecognition.pdf
http://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176168258755&acceptedDisclaimer=true
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 VIEの主たる受益者を判断するための2つの要件については見

直しは行わないことを提案している。即ち、VIEの活動を指図す

るパワーを有し（第1要件）、かつ、潜在的に重大となる可能性の

あるVIEの損失を負担する、もしくはVIEからの便益を享受する権

利を有する（第2要件）者が、主たる受益者として当該VIEを連結

することを提案している。 

 報告企業が単独で第1要件を満たす場合、共通支配下である

か否かを問わず、すべての関連当事者を通じて保有する持分

を比例的に勘案することで、第2要件の判定を行うことを提案し

ている。 

 上記の判定において第2要件を満たせなかった場合は、報告

企業と共通支配下にある関連当事者とがグループとして主た

る受益者に該当するかどうかを判断する。グループとして主た

る受益者に該当する場合は、グループ内で当該VIEに最も関連

性の深い企業が主たる受益者としてVIEを連結することを提案

している。 

現行基準においては、共通支配下にある関連当事者を通じて保有

する間接持分は自らが直接保有する持分と同等とみなすことが要

求されており、結果的に、当該VIEに対して直接的に経済的持分を

保有しない場合においても主たる受益者として連結が要求される

場合があることが批判されていた。 

本ASU案の適用日は関係者から寄せられたフィードバックを踏まえ

決定することとしている。 

コメントの締切りは2016年7月25日である。 

 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 Defining Issues No16-25（英語） 

 

米国基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（米国基準）へ 

 

http://www.kpmg-institutes.com/content/dam/kpmg/financialreportingnetwork/pdf/2016/defining-issues-16-25-vie-beneficiary.pdf
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/us-gaap/Pages/default.aspx
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各基準についてのより詳細な情報、過去情報は、あずさ

監査法人のウェブサイトをご確認ください。 

 あずさ監査法人トップページ（Link） 

 日本基準（Link） 

 修正国際基準（Link） 

 IFRS（Link） 

 米国基準（Link） 

編集・発行  

有限責任 あずさ監査法人 

azsa-accounting@jp.kpmg.com 
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■ KPMG会計・監査AtoZアプリのご紹介 

あずさ監査法人が提供する会計情報アプリ「KPMG会計・監査AtoZ」では、いつでも・

どこでも日本基準、修正国際基準、IFRS、そして米国基準に関する会計・監査情報

を閲覧できるほか、動画による解説コンテンツを視聴することができます。 

【最近公開した主な動画解説コンテンツ】 

 オンライン解説 2016年5月 IASB会議速報  

 オンライン解説 2016年6月 IASB会議速報  

https://www.kpmg.com/jp/ja/services/audit/pages/default.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/jmis/Pages/default.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/topics/ifrs/Pages/default.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/topics/us-gaap/Pages/default.aspx
https://itunes.apple.com/jp/app/kpmg/id900464843?mt=8
https://play.google.com/store/apps/details?id=com.kpmg.atoz
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/06/iasb-update-201606.html
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/07/iasb-update-201607.html
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